
公的統計２次利用などに
関わる取り組み

独立行政法人 統計センター独 行政法人 統計 ンタ

椿 広計

統計センターの紹介：３つのミッシ ョン
国民の合理的な意思決定に必要不可欠な公的統計を正確に作成し国民の合理的な意思決定に必要不可欠な公的統計を正確に作成し、
遅滞なくかつ効率的に提 供するため、統計センターに対して次の使命を果たすことが求められている。

１ ．統計をつ く る ２．統計を活かす ３．統計を支える

人口や失業率、消費者
物価指数等の我が国の
基幹的な統計の作成

統計利用者、調査対象
者、研究者が便利に安
心して活用できる統計

各府省、地方公共団体、

国際機関、各国政府等
統計作成を支

基幹的な統計の作成 心して活用できる統計
サービスの提供

の統計作成を支えるシ
ステムの運用管理やプ
ロジェクトの遂行



統計におけるオープンデータの高度化

統計データの提供方法を高度化し 新たな付加価値を創造するサービスや革新的な事業の創
所属組織
独立行政法人 統計デ タの提供方法を高度化し、新たな付加価値を創造するサ ビスや革新的な事業の創

出などを支援する取り組みを、総務省統計局と連携し行っており、政府が取り組んでいる
オープンデータの推進を先導。

ＡＰＩ機能による統計データの提供 2014 10 31から運用開始

独立行政法人
統計センターの
最近の活動
「統計を活かす」

活用例１：利用者の情報シス
テムにe-Statのデータを自動

ＡＰＩ機能による統計データの提供

統計データを機械判読可
能な形式で提供するＡＰ
Ｉ機能（Application

開発支援情報も提供中

2014.10.31から運用開始統 」

ＪSTAT MAPは、
事業所に
多様な近傍を テムにe-Statのデータを自動

的に反映

活用例２：ユーザー保有やイ
ンターネット上のデータ等と

Ｉ機能（Application 
Programming Interface）
を提供中

利用登録者数 ３１６２人
統計データへのリクエスト件数 約２２７２万件

多様な近傍を

定義し、性別年齢
別人口分布を
すぐに表示

ンタ ネット上のデ タ等と
連動させた高度な統計データ
分析

数
（平成27年3月26日現在）

地図による小地域分析(jSTAT MAP) 2015.1.20から運用開始
ある研修：
浦安市の介護
施設配置の ユーザー保有

のデータ任意に指定したエリ
アによる集計や利用
者が保有するデータ
の取り込み集計する
機能などを提供

タブレット用アプリも
提供中

施設配置の
あるべき政策？

6

活用例１：任意に指定したエリアによる集計や、
利用者が保有するデータと統計データを組み合
わせ、集計結果を地図上で視覚的に把握可能

活用例２：選択したエリア
の年齢構成等の基本的な分
析結果のレポート作成

機能などを提供

利用登録者数 ２３３４人
ログイン件数 約２３０００件
（平成27年3月26日現在）

Needs: 人間・社会研究における
的統計活用公的統計活用



2009年統計法全面改訂2009年統計法全面改訂

旧統計法（1947年）法の目的• 旧統計法（1947年）法の目的
• 第一条 この法律は、統計の真実性を確保し、統計調査の重複を除き、統計

の体系を整備 し、及び統計制度の改善発達を図ることを目的とする。

• 新統計法第一条
• この法律は、公的統計が国民にとって合理的な意思決定を行うための基盤

となる重要な 情報 ある とにかんがみ 公的統計 作成及び提供に関しとなる重要な 情報であることにかんがみ、公的統計の作成及び提供に関し
基本となる事項を定めることにより、公的統計の体系的かつ効率的な整備
及びその有用性の確保を図り、もって国民経済の健全な発展及び国民生活

向上 寄与する とを目的とするの向上に寄与することを目的とする。
• オーダーメード集計や匿名データの作成・研究目的などでの提供を可能とする統計

データの二次的利用の制度設立

統計データの二次利用促進に関する研究会統計デ タの二次利用促進に関する研究会

• 総務省政策統括官室：2007年スタート• 総務省政策統括官室：2007年スタート
• 廣松毅（東京大学，現情報セキュリティ大学院大学）座長

• 内閣府統計委員会へのInput
• 統計法改正に向けた二次利用のスタイルと展開

• オーダーメード集計・匿名データ・疑似ミクロデータの提供
• 利用目的としての公益性

• 統計法公布後の活動
• 提供方法：各国制度比較と日本の特異性• 提供方法：各国制度比較と日本の特異性

• 目的外申請：個人情報・法人情報が付随したデータをセキュアな環境を持たない研究者が管理する可
能性

• オンサイト拠点
• 目的外申請で得た個票をセキュアな監視環境下で分析• 目的外申請で得た個票をセキュアな監視環境下で分析
• 探索的なモデリングを可能とする。しかし，各拠点ごとの人員・設備整備にかなりなコスト

• リモートアクセスによるネットワーク形成：応用統計学会からの学術会議マスタープラン提案
• 各拠点にはデータは置かない：監視は中央で一括

統計デ タ ア カイブの整備• 統計データ・アーカイブの整備



匿名データの提供

一般からの申出を受け、利用要件を満たした申出者
に対し、特定の個人又は団体等が識別できないようにに対し、特定の個人又は団体等が識別できないように
加工して作成した調査票情報の利用を一定期間認め
る制度。匿名データを利用することで、行政機関が作
成していない統計表の作成のみならず、多変量解析
などミクロデータに基づく実証分析を行うことが可能。

【利用要件】
• 統計の作成または統計的研究にのみ利用されること

学術研究目的または高等教育目的の用に供することを直接の目的とすること• 学術研究目的または高等教育目的の用に供することを直接の目的とすること

• 学術研究の成果または高等教育の内容が公表され、社会に還元されること

• 匿名データが適切に管理されること

オーダーメード集計

一般からの委託を受けて、利用要件を満たした申出
者に対し、調査票情報を用いて集計を行い、その結果者に対し、調査票情報を用いて集計を行い、その結果
の提供を行う制度。オーダーメード集計を利用するこ
とで、行政機関等が作成していない統計表に基づいた
分析が可能。

【利用要件】
• 統計の作成または統計的研究にのみ利用されること

学術研究目的または高等教育目的の用に供することを直接の目的とすること• 学術研究目的または高等教育目的の用に供することを直接の目的とすること

• 学術研究の成果または高等教育の内容が公表され、社会に還元されること

• ⇒平成28年度から民間においても研究に資するものへ拡大



擬似ミクロデータの試行的提供

擬似ミクロデータは、我が国の行政機関が実施した
統計調査の集計表から作成したミクロデータ形式の擬統計調査の集計表から作成したミクロデ タ形式の擬
似的なデータで、大学等の教育機関における授業や
演習及び公的統計の二次的利用の際のテストデータ
などの利用が可能であり、ミクロデータ利用者の裾野
を広げ、公的統計の二次的利用の拡大を図るため無
償で提供している償で提供している。

【利用要件】
• 申請者及び利用者以外の者に利用させないこと

• 集計表から擬似的に作成したデータであるので、分析結果は実証研究の結果と見
なすことができないことを理解すること

• 利用者アンケートを提出すること

試行提供している擬似ミクロデ タ試行提供している擬似ミクロデータ（平成27年5月末現在）

平成16年全国消費実態調査に関する試行版の擬似ミク デ タ• 平成16年全国消費実態調査に関する試行版の擬似ミクロデータ
• 大規模データ （CSV形式のみ）

• 約200項目：世帯情報、収入、実支出（消費支出、非消費支出）、実支出以外、繰越金約200項目：世帯情報、収入、実支出（消費支出、非消費支出）、実支出以外、繰越金

• 約３万２千レコード

• 簡易データ （CSV形式 及び Excel形式）
• 25項目：世帯情報 消費支出• 25項目：世帯情報、消費支出

• 約8千レコード



３

今後の予定 擬似 デ 提供 成 年度末 終 す今後の予定 擬似ミクロデータの提供は、平成27年度末で終了する。
平成28年度からは、一般用ミクロデータの提供に移行する。

利
用
要

調査票情報

匿名データ

統計的手法の学習 データサイエンス・オン
ライン講座との連携

要
件
の
ハ
ー
ド 一般用ミクロデータ

統計解析ソフトの
デモンストレーション

ル

利用者の裾野の広さ

般用ミクロデ タ

国際学術機関への貢献

調査票 集計表 一般用

作成方法（イメージ）

調査票
情報

集計表 般用
ミクロデータ

乱数を生成し、擬似的
な値として設定

各変数の平均及び標準偏
差を含む集計表を作成

統計センターと学術研究機関等との連携について

学術研究機関等との連携協力の取組

統計センターでは、平成21年４月施行の統計法において創設さ
れた公的統計の二次的利用制度の充実と学術研究の発展を図っ

く 学術 究機 等 連携 組を 的統計ていくため、学術研究機関等と連携した取組を展開。公的統計の
利用拡大に係る取組に賛同する法人と連携協力協定を締結し、
公的統計の二次的利用に関する研究・開発，普及・啓発を推進す
るほか、これらの法人に統計データアーカイブのサテライト機関の
役割を担ってもらい、研究者等に向けた二次的利用のサービスの
充実を図っている。充実を図っている。

１．国立大学法人法に基づき設置された国立大学
法人及び大学共同利用機関法人

法人の要件法人の要件 連携協力事項連携協力事項

○公的統計に関するデータアーカイブの運営に関
すること（施設基準に適合）法人及び大学共同利用機関法人

２．私立学校法に基づく学校法人により設置された
私立大学

３．独立行政法人通則法及び個別法の定めるところ
により設立された独立行政法人

すること（施設基準に適合）
・匿名データの提供
・オンサイト利用環境の提供
など

○公的統計の二次的利用に関する研究・開発
４．法人税法別表第１に掲げる公共法人
５．公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関

する法律により公益性の認定を受けた公益法人
（特例民法法人を含む。）

○公的統計の二次的利用に関する普及・啓発
○人材交流
○その他協定の目的を達成するために必要な事項



連携協力協定を締結している大学等

匿
名
デ
ー

オ
ン
サ
イの

サテライト機関名
ー
タ
の
提
供

イ
ト
利
用
環
境

の
提
供

二次的利用に係るＵＲＬ

国立大学法人

一橋大学
経済研究所附属社会科学統計情報研究センター

○ ○

http://rcisss.ier.hit-
u.ac.jp/Japanese/micro/inde
x.html

国立大学法人 http://www econ kobe国立大学法人

神戸大学大学院
経済学研究科

○ ―

http://www.econ.kobe-
u.ac.jp/kuma/satellite/index.h
tml

法政大学
○

http://www.hosei.ac.jp/touke

日本統計研究所
○ ―

i/micro/index.html

大学共同利用機関法人

情報・システム研究機構 ○ ○

http://www.rois.ac.jp/tric/tok
umei/tokumei.html

新領域融合研究センター(統計数理研究所)

進行形の活動：
的統計 イク デ タ公的統計マイクロデータ

活用のためのネットワ ク基盤活用のためのネットワーク基盤
総務省「統計の2次利用研究会」

川崎茂応用統計学会長（当時）「学術会議マスタープラン」提出

内閣府統計委員会の「公的統計の整備に関する基本計画

基本計画２０１４年３月２５日閣議決定本計画 年 月 閣議決定



公的統計の整備に関する基本計画への組み込み公的統計の整備に関する基本計画への組み込み
• 内閣府統計委員会

• 2013年10月30日総務大臣より諮問，2014年1月31日答申

年 月 日閣議決定• 2014年3月25日閣議決定

• 調査票情報等の提供及び活用については、
• セキュリティレ ベルや調査票情報等の匿名性の程度に応じた利用形態ごとの特性セキュリティレ ベルや調査票情報等の匿名性の程度に応じた利用形態ごとの特性
• 諸外国における取組状況等を総合的に勘案した上

• 法制度上の整理を含め、 以下の取組を行う
オ ダ メ ド集計における利用条件の緩和に向けた検討• オーダーメード集計における利用条件の緩和に向けた検討

• 調査票情報の提供におけるリモートアクセスを含むオンサイト 利用やプログラム送付型集
計・分析の実現に向けた整理・ 検討

• 匿名デ タの作成及び提供における提供対象統計調査の種類や年次 の追加等による• 匿名データの作成及び提供における提供対象統計調査の種類や年次 の追加等による
サービスの充実

• その際、効率性及び利便性の観点から、政府一体と して一元的な取組を推進する。
• 主担当総務省政策統括官 府省横断の中核機関：（独）統計センター• 主担当総務省政策統括官，府省横断の中核機関：（独）統計センター

• 二次利用研究会での検討⇔リモートアクセス拠点形成⇔大学などの公的統計ミクロデータ2次利用フォーラム形成

• 情報・システム研究機構平成28年3月29日一橋講堂で立ち上げ：平成28年度概算要求：統計センター人員の確保

（参考）調査票情報のオンサイト利用（現在検討中）

○ オンサイト利用については、長年にわたる課題であったが、IT技術の進展等を踏まえ、平成
28年度を目途に、リモートアクセスを活用したオンサイト利用の試行を開始する。今後も、総
務省政策統括官（統計基準担当）は制度面の検討・関係府省と調整するとともに、総務省統
計局と（独）統計センタ が連携して技術面を検討する計局と（独）統計センターが連携して技術面を検討する。

○ 具体的な試行については、統計局において、学界や各府省の協力を得つつ、統計局の統
計調査の調査票情報を主たる対象に、（独）統計センターを政府共通の基盤である中央デー
タ管理施設の管理者とし、オンサイト施設を整備する。

申請・持ち出しの

各府省
（総務省統計局等の調査実施部局）

 利用者窓口
 利用者向け研修
 申請・持ち出し時の形式審査

申請 持ち出しの
諾否の審査

 調査票情報を収録

（オンサイト施設のイメージ）

専用サーバ
遠隔操作による集計 分析

 申請 持ち出し時の形式審査
 データ・システムの管理 等を担当  統計センターに利用者窓口等、

所要の関連業務を委託

セキュリティが
確保された回

線

管理者
遠隔操作による集計・分析

結果の表示

Webカメラ

（中央データ管理施設）
オンサイト施設Ａ

オンサイト施設Ｂ

利用者



的統計公的統計
ミクロデ タ分析の課題ミクロデータ分析の課題

政府統計部局の役割
研究の障害除去：データがない、使いにくい

• 提供可能な公的統計ミクロデ タの範囲拡大• 提供可能な公的統計ミクロデータの範囲拡大
• 匿名データ・オーダーメード集計の範囲拡大

• 事業所・企業統計などの匿名化困難

適切なメタデ タ 付与• 適切なメタデータの付与
• 現状：統計局：CSVあるいはXMLでの提供

• 研究者の負担
• 研究に用いる複数データセットの変数結合＊国内外の類似データとの結合

• 適切なメタデータの付与： LOD（Linked Open Data）形式によるデータ提供
• LOD：関連するデータ同士が相互に結びついているデータ

統計オ プンデ タモデル事業• 統計オープンデータモデル事業
• 福井県・統計局・統計センター協働事業

• 統計局提供：国勢調査￥社会・人口統計体系等の統計データ

• 福井県提供各種行政データ



調査環境の悪化と
統計精度向上の社会要求

未回答• 未回答
• あってはならない未回答率の増大

• Imputationの増大（回答データとして扱う問題）Imputationの増大（回答デ タとして扱う問題）

• 欠測値だけのImputation（モデルベースの予測値）か？
• 無作為抽出と不偏推定の意味

• 抽出(観察)データの実測値Yt
• 非抽出データのモデルベースの予測値Y(xt‐1)：Best Available Predicts

• データの観測確率：P(zt 1)：抽出確率×未回答確率モデルデ タの観測確率 ( t‐1) 抽出確率 未回答確率 デル

• 不偏推定量の構成

• 実測した場合：Y(xt‐1)+{1/ P(zt‐1)}{Yt ‐Y(xt‐1)}

• 実測しない場合：Y(xt‐1)実測 な 場合 ( t‐1)

おわりにおわりに

社会のための科学の推進• 社会のための科学の推進
• 一学会、一大学、一研究所でできることの限界

• 多様な価値を受容したネットワーク形成は必然多様な価値を受容したネットワ ク形成は必然

• 産官学の連携

• 社会のための科学の支援基盤
• データ基盤：公的統計のみならず重要

• そのセキュリティ

• 知識基盤：• 知識基盤：
• モデル・プロセスの記述標準・産官学の共有・相互評価

• この種の事業を進める人財の価値評価



参考資料１参考資料１

匿名デ タの利用に関するＦＡＱ• 匿名データの利用に関するＦＡＱ：
• http://www.nstac.go.jp/services/faq‐anonymity.html

• 擬似ミクロデータの利用に関するＦＡＱ• 擬似ミクロデータの利用に関するＦＡＱ
• http://www.nstac.go.jp/services/faq‐gijimicro.html

(参考資料２)匿名データの利用実績例

利用
調 査 名 研究の名称

目的

社会生活基本調査 正規雇用者における平日の労働時間と休息時間

－「社会生活基本調査」ミクロデータによる分析－

学

「社会生活基本調査」ミクロデ タによる分析

生活行動からみる高齢者の行動特性について
－社会生活基本調査の匿名データを用いて－
子供のいる世帯における夫と妻の２次活動時間の差異について
－社会生活基本調査の匿名データを用いて－

趣味・娯楽活動の時間について
学

術

研

究

個人・世帯属性と行楽・観光旅行行動の関係

全国消費実態調査 等価尺度の推計と比較－消費上の尺度・制度的尺度・OECD尺度－

『季刊社会保障研究』Vol.48 Spring 2013 No.4
所得格差変動の年齢階級別要因分解
：全国消費実態調査ミクロデータを用いて

全国消費実態調査究

目

的

全国消費実態調査
持家取得における既婚女性の就業の役割

住宅・土地統計調査

就業構造基本調査
転職経験および転職理由と転職希望意識との関連について
―就業構造基本調査匿名データによる統計分析
若年者就業率における賃金弾力性の推定
女性事務職の賃金と就業行動

男女雇用機会均等法施行後の三時点比較－男女雇用機会均等法施行後の三時点比較―
税負担と労働供給
－「日本労働研究雑誌」No.605 2010.12 －

若者の有業・無業状態における属性の考察

女性の働き方と少子化に関する考察

高就業構造基本調査高
等
教
育

目
的

就業構造基本調査

全国消費実態調査 一橋大学大学院経済学研究科「演習」（労働経済学Ⅰ）

社会生活基本調査

論文等：http://www.nstac.go.jp/services/jisseki.html



(参考資料３)オーダーメード集計の利用実績例

調 査 名 研 究 の 名 称

国 勢 調 査 岡山大学大学院社会文化科学研究科紀要第35号（2013.3）国 勢 調 査

・2005年国勢調査にみる在日外国人女性の結婚と仕事・住居

・2005年国勢調査にみる外国人の教育
・2005年国勢調査にみる在日外国人の仕事
Access to childcare and the employment of women

ith h l d hild i T kwith preschool-aged children in Tokyo

看護人材の就業率の推移

－再検討した潜在者数推計方法による結果から－
地域別経済指標に基づくＳＤモデルの開発
在日外国人の仕事

年国勢調査デ タ 分析から－2000年国勢調査データの分析から－
家族・ジェンダーからみる在日外国人

－2000年国勢調査データの分析から－
在学率と通学率から見る在日外国人青少年の教育

－2000年国勢調査データの分析から－
エリア サンプリングにおける問題点エリア・サンプリングにおける問題点

全国消費実態調査
新・家計消費論

－高齢層が支える都市部消費－

就業構造基本調査
近年における都道府県別貧困率の推移について

―ワーキングプアを中心に

論文等：http://www.nstac.go.jp/services/jisseki.html

参考資料４：公的統計部局の課題：提供データ範囲の拡大 ：
統計センターにおける匿名データ及びオーダーメード集計の提供

提供データ一覧（厚生労働省が別途国民生活基礎調査提供）提供デ タ 覧（厚生労働省が別途国民生活基礎調査提供）
調査名（年次等） 匿

名

オ
ー
ダ
ー

調査名（年次等） 匿
名

オ
ー
ダ
ー

調査名（年次等） 匿
名

オ
ー
ダ
ー

社会生活基本調査【調査票A】

調査名（年次等） 匿
名

オ
ー
ダ
ー

国勢調査

昭和55年 ○

昭和60年 ○

平成2年 ○

平成7年 ○

住宅･土地統計調査

昭和53年 ○

昭和58年 ○

昭和63年 ○

平成5年 ○ ○

社会生活基本調査【調査票A】
生活時間編・生活行動編

昭和56年 ○

昭和61年 ○

平成3年 ○ ○

家計調査

昭和56年1月～
平成26年12月

●

家計消費状況調査

平成14年1月～26年12月 ○平成7年 ○

平成12年 ○ ○

平成17年 ○ ○

平成22年 ○

就業構造基本調査

平成5年 ○ ○

平成10年 ○ ○

平成15年 ○ ○

平成20年 ○

平成25年 ●

平成8年 ○ ○

平成13年 ○ ○

平成18年 ○ ○

平成23年 ○

社会生活基本調査【調査票B】

平成14年1月～26年12月 ○

消費動向調査

平成16年4月～27年3月 ○

企業行動に関するアンケート調査
就業構造基本調査

昭和54年 ○

昭和57年 ○

昭和62年 ○

平成4年 ○ ○

全国消費実態調査

平成元年 ○

平成6年 ○

平成11年 ○ ●

社会生活基本調査【調査票B】
生活時間編

平成13年 ○

平成18年 ○

労働力調査【基礎調査票】

平成18年度～26年度 ○

賃金構造基本統計調査

平成18年～26年 ○

学校基本調査【高等教育機関編】
平成9年 ○ ○

平成14年 ○ ○

平成19年 ○

平成24年 ○

平成16年 ○ ○

平成21年 ○

労働 調 【 礎調 票】

昭和55年1月～63年12月 ○

平成元年1月～23年12月 ● ○

平成24年1月～26年12月 ○

労働力調査【特定調査票】

平成20年度～26年度 ●

学校基本調査【初等教育機関編】

平成20年度～22年度 ○

建設着工統計調査

～ 利用可能な統計調査は、今後、さらに拡大予定 ～

平成14年1月～26年12月 ○
建設着工統計調査

平成21年4月～27年3月 ○
○印は提供中、●印は（複数年存在するものについては最新年（度）分を）平成27年度中に提供予定



科研プロジェクト科研プロジェクト「経済統計・政府統計の理論と応用「経済統計・政府統計の理論と応用」」
20162016年年 11月月2929日（金）日（金）
東京東京大学経済学部小島大学経済学部小島ホールホール

地方創生と人口統計地方創生と人口統計地方創生と人口統計地方創生と人口統計

－－まちまち・ひと・・ひと・しごと再生の課題しごと再生の課題－－

国立社会保障・人口問題研究所

金子隆金子隆一

話しのアウトライン

１１ 経経 緯緯

話しのアウトライン

１１．経．経 緯緯
⽇本創成会議〜創⽣本部〜⾃治体⽇本創成会議〜創⽣本部〜⾃治体

２２．地域⼈⼝の．地域⼈⼝の概観概観
地⽅消滅地⽅消滅 東京 極集中東京 極集中地⽅消滅地⽅消滅 とと 東京⼀極集中東京⼀極集中
““少⼦化対策少⼦化対策””と⼈⼝１億⼈と⼈⼝１億⼈維持維持少⼦化対策少⼦化対策 と⼈⼝１億⼈と⼈⼝１億⼈維持維持

３．統計データの利⽤３．統計データの利⽤
RESASRESAS



（（１）１）⽇本創⽣会議⽇本創⽣会議 増⽥寛也＋増⽥寛也＋⼈⼝減少問題検討分科会⼈⼝減少問題検討分科会
((2014.8)2014.8)

((2013.122013.12))

2040年に若年女性が2010

((2014.6)2014.6)

((2014.7)2014.7)

2040年に若年女性が2010
年の50％以下に減少する自治
体（＝“消滅消滅可能性可能性都市都市”）
が半数に昇る！

（（２）政府の２）政府の動き動き（（２）政府の２）政府の動き動き
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社会保障改⾰国⺠社会保障改⾰国⺠会議会議 ((2013.8)2013.8)

社会保障制度改革国民会議 委員名簿
2013年4月19日現在（◎は会長 、○は会長代理）

伊藤元重 東京大学大学院経済学研究科教授
○ 遠藤久夫 学習院大学経済学部長

大島伸一 国立長寿医療研究センター総長
大日向雅美 恵泉女学園大学大学院平和学研究科教授

社会保障制度改革国民会議 委員名簿
2013年4月19日現在（◎は会長 、○は会長代理）

伊藤元重 東京大学大学院経済学研究科教授
○ 遠藤久夫 学習院大学経済学部長

大島伸一 国立長寿医療研究センター総長
大日向雅美 恵泉女学園大学大学院平和学研究科教授

（１）「（１）「19701970 年代モデル」から「年代モデル」から「2121 世紀（世紀（20252025 年）日本モデル年）日本モデル」へ」へ

報告書ポイント報告書ポイント
大日向雅美 恵泉女学園大学大学院平和学研究科教授
権丈善一 慶應義塾大学商学部教授
駒村康平 慶應義塾大学経済学部教授
榊原智子 読売新聞東京本社編集局社会保障部次長
神野直彦 東京大学名誉教授

◎ 清家 篤 慶應義塾長

大日向雅美 恵泉女学園大学大学院平和学研究科教授
権丈善一 慶應義塾大学商学部教授
駒村康平 慶應義塾大学経済学部教授
榊原智子 読売新聞東京本社編集局社会保障部次長
神野直彦 東京大学名誉教授

◎ 清家 篤 慶應義塾長

（１）「（１）「1970 1970 年代モデル」から「年代モデル」から「21 21 世紀（世紀（2025 2025 年）日本モデル年）日本モデル」へ」へ

（２（２）すべての世代を対象とし、）すべての世代を対象とし、すべての世代が相互に支え合うすべての世代が相互に支え合う仕組み仕組み

（（３）女性、若者、高齢者、障害者などすべての人々が働き続けられる社会３）女性、若者、高齢者、障害者などすべての人々が働き続けられる社会（（３）女性、若者、高齢者、障害者などす ての人々が働き続けられる社会３）女性、若者、高齢者、障害者などす ての人々が働き続けられる社会

（（４）すべての世代の夢や希望につながる子ども・子育て支援の４）すべての世代の夢や希望につながる子ども・子育て支援の充実充実

（（５）低所得者・不安定雇用の労働者への対応５）低所得者・不安定雇用の労働者への対応 永井良三 自治医科大学学長
西沢和彦 日本総合研究所調査部上席主任研究員
増田寬也 野村総合研究所顧問

永井良三 自治医科大学学長
西沢和彦 日本総合研究所調査部上席主任研究員
増田寬也 野村総合研究所顧問

（６）（６）地域づくり地域づくりとしての医療・介護・福祉・子育てとしての医療・介護・福祉・子育て

（（７）国と地方が協働して支える社会保障制度改革７）国と地方が協働して支える社会保障制度改革

（８）成熟社会の構築 の（８）成熟社会の構築 のチ レンジチ レンジ （世界の先頭（世界の先頭をを歩む）歩む）

増田寬也 野村総合研究所顧問
宮武 剛 目白大学大学院生涯福祉研究科客員教授
宮本太郎 中央大学法学部教授
山崎泰彦 神奈川県立保健福祉大学名誉教授

増田寬也 野村総合研究所顧問
宮武 剛 目白大学大学院生涯福祉研究科客員教授
宮本太郎 中央大学法学部教授
山崎泰彦 神奈川県立保健福祉大学名誉教授

（８）成熟社会の構築への（８）成熟社会の構築へのチャレンジチャレンジ （世界の先頭（世界の先頭をを歩む）歩む）

人 構造（ 変化）を前提とした社会保障 重要性 認識人 構造（ 変化）を前提とした社会保障 重要性 認識・人口構造（の変化）を前提とした社会保障の重要性の認識・人口構造（の変化）を前提とした社会保障の重要性の認識

・社会保障の枠の拡大・社会保障の枠の拡大 → → 少子化への対策等を（明確に）組み入れる少子化への対策等を（明確に）組み入れる

・地域への着目・地域への着目地域への着目地域への着目
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〇 経済財政運営と改革の基本方針2014 ～デフレから好循環拡大へ～

（平成26 年６月24 日閣議決定）（抜粋）

第１章 アベノミクスのこれまでの成果と今後の⽇本経済の課題
本 未来像 関わ 制度 改⾰

（平成26 年６月24 日閣議決定）（抜粋）
((2014.6)2014.6)

４．⽇本の未来像に関わる制度・システムの改⾰
（「⼈⼝急減・超⾼齢化」 の克服）

デフレ脱却・経済再⽣の先に、もう⼀つ超えなければならない⾼いハードルがあデフレ脱却 経済再⽣の先に、もう つ超えなければならない⾼いハ ドルがあ
る。現在の⽇本は、「⼈⼝急減・超⾼齢化」へ確実に向かっている。この流れを変え
なければ、持続的・安定的な成⻑軌道に乗っていくことはできない。

⼈⼝急減 超⾼齢化の流れを変えることは容易でなく 流れが変わっても効果が現⼈⼝急減・超⾼齢化の流れを変えることは容易でなく、流れが変わっても効果が現
れるまで⻑期間を要する。⼈⼝急減・超⾼齢化の流れを変えられない場合には、経済
規模が収縮し、縮⼩スパイラルに陥るおそれがある。そこに⾄っては、もはや回復は
困難となろう 従来の少⼦化対策の枠組みにとらわれず 福祉分野以外にも 教育困難となろう。従来の少⼦化対策の枠組みにとらわれず、福祉分野以外にも、教育、
社会保障、社会資本整備、地⽅⾏財政、産業振興、税制など、あらゆる分野の制度・
システムを若者・⼦ども世代や次の世代のためになっているか、結婚しやすく⼦育て
しやすい環境を実現する仕組みになっているかという観点から⾒直し 2020年を⽬しやすい環境を実現する仕組みになっているかという観点から⾒直し、2020年を⽬
途にトレンドを変えるために抜本的な改⾰・変⾰を推進すべき時期に来ている。

希望通りに働き、結婚、出産、⼦育てを実現することができる環境を整え、⼈々の
意識が⼤きく変わり 2020年を⽬途にトレンドを変えていくことで 50年後にも１意識が⼤きく変わり、2020年を⽬途にトレンドを変えていくことで、50年後にも１
億⼈程度の安定的な⼈⼝構造を保持することができると⾒込まれる。
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((2014.9)2014.9) 創
生

まち・ひと・しごと創⽣会議 ⺠間有識者（12 名）
池⽥ 弘 公益社団法⼈⽇本ニュービジネス協議会連合会会⻑
伊東 ⾹織 岡⼭県倉敷市⻑
おおこそ
⼤社 充 NPO 法⼈グローバルキャンパス理事⻑
奥⽥ ⿇依⼦ 島根県海⼠町 隠岐島前⾼校魅⼒化コーディネーター
坂根 正弘 コマツ相談役
清⽔ 志摩⼦ NPO 法⼈全国商店街おかみさん会理事⻑
⽥中 進 農業⽣産法⼈(株)サラダボウル代表取締役

経営

まち・ひと・しごと創⽣会議 ⺠間有識者（12 名）
池⽥ 弘 公益社団法⼈⽇本ニュービジネス協議会連合会会⻑
伊東 ⾹織 岡⼭県倉敷市⻑
おおこそ
⼤社 充 NPO 法⼈グローバルキャンパス理事⻑
奥⽥ ⿇依⼦ 島根県海⼠町 隠岐島前⾼校魅⼒化コーディネーター
坂根 正弘 コマツ相談役
清⽔ 志摩⼦ NPO 法⼈全国商店街おかみさん会理事⻑
⽥中 進 農業⽣産法⼈(株)サラダボウル代表取締役

経営冨⼭ 和彦 経営共創基盤代表取締役CEO
中橋 恵美⼦ NPO 法⼈わははネット理事⻑
樋⼝ 美雄 慶應義塾⼤学商学部教授
増⽥ 寛也 東京⼤学公共政策⼤学院客員教授
⼭本 眞樹夫 帯広畜産⼤学監事、前⼩樽商科⼤学⻑

冨⼭ 和彦 経営共創基盤代表取締役CEO
中橋 恵美⼦ NPO 法⼈わははネット理事⻑
樋⼝ 美雄 慶應義塾⼤学商学部教授
増⽥ 寛也 東京⼤学公共政策⼤学院客員教授
⼭本 眞樹夫 帯広畜産⼤学監事、前⼩樽商科⼤学⻑
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まち・ひと・しごと創⽣法案の概要

少⼦⾼齢化の進展に的確に対応し、⼈⼝の減少に⻭⽌めをかけるとともに、東京圏への⼈⼝の過度の集中を是正し、それぞれ
の地域で住みよい環境を確保して 将来にわた て活⼒ある⽇本社会を維持していくために まち ひと しごと創⽣（※）に

⽬的（第１条）
((2014.11)2014.11) 創

生

の地域で住みよい環境を確保して、将来にわたって活⼒ある⽇本社会を維持していくために、まち・ひと・しごと創⽣（※）に
関する施策を総合的かつ計画的に実施する。

※まち・ひと・しごと創⽣：以下を⼀体的に推進すること。
まち…国⺠⼀⼈⼀⼈が夢や希望を持ち、潤いのある豊かな⽣活を安⼼して営める地域社会の形成
ひと…地域社会を担う個性豊かで多様な⼈材の確保
しごと…地域における魅⼒ある多様な就業の機会の創出

基本理念（第２条）基本理念（第２条）

①国⺠が個性豊かで魅⼒ある地域社会で潤いのある豊かな⽣活を営めるよ
う、それぞれの地域の実情に応じた環境を整備

②⽇常⽣活・社会⽣活の基盤となるサービスについて、需要・供給を⻑期的
に⾒通しつつ 住⺠負担の程度を考慮して 事業者・住⺠の理解・協⼒

④仕事と⽣活の調和を図れるよう環境を整備
⑤地域の特性を⽣かした創業の促進・事業活動の活性

化により、魅⼒ある就業の機会を創出
⑥地域 実情に応じ 地⽅公共団体相互 連携協⼒にに⾒通しつつ、住⺠負担の程度を考慮して、事業者・住⺠の理解・協⼒

を得ながら、現在・将来における提供を確保

③結婚・出産は個⼈の決定に基づくものであることを基本としつつ、結婚・
出産・育児について希望を持てる社会が形成されるよう環境を整備

⑥地域の実情に応じ、地⽅公共団体相互の連携協⼒に
よる効率的かつ効果的な⾏政運営の確保を図る

⑦国・地⽅公共団体・事業者が相互に連携を図りなが
ら協⼒するよう努める

本部

まち・ひと・しごと
創⽣本部

（第11条〜第20条）

まち・ひと・しごと創⽣
総合戦略（閣議決定）

（第８条）
案の作成

内容：まち・ひと・しごと創⽣に関す
る⽬標や施策に関する基本的⽅向等

都道府県まち・ひと・しごと創⽣
総合戦略（努⼒義務）（第９条）

勘案
内容：まち・ひと・しご

と創⽣に関する⽬標や
施策に関する基本的⽅
向等

本部⻑：
内閣総理⼤⾂

副本部⻑（予定）：
内閣官房⻑官
地⽅創⽣担当⼤⾂

案の作成
実施の推進

実施状況の

る⽬標や施策に関する基本的⽅向等

勘案

市町村まち・ひと・しごと創⽣
総合戦略（努⼒義務）（第10条）

※⼈⼝の現状・将来⾒通し
を踏まえるとともに、
客観的指標を設定

地⽅創⽣担当⼤⾂
本部員：

上記以外の全閣僚

実施状況
総合的な検

証

施⾏期⽇：公布⽇（創⽣本部・総合戦略に関する規定は、公布⽇から１か⽉を超えない範囲内で政令で定める⽇）

勘案 内容：まち・ひと・しごと創⽣に関す
る⽬標や施策に関する基本的⽅向等

総合戦略（努⼒義務）（第10条）

まち・ひと・しごと創生「長期ビジョン」 創
生
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地域⼈地域⼈ 概観概観２２．地域⼈⼝の．地域⼈⼝の概観概観

地⽅消滅地⽅消滅 とと 東京⼀極集中東京⼀極集中

““少⼦化対策少⼦化対策””と⼈⼝１億⼈と⼈⼝１億⼈維持維持

13

■ 自治体の「消滅可能性」について

【⽇本創成会議（⼈⼝減少問題検討分科会）】【⽇本創成会議（⼈⼝減少問題検討分科会）】
今後の「人口移動が収束しない」とすると、2040年に若年女性が2010年の50％以下に減少する自治体（＝
“消滅消滅可能性可能性都市都市”）は 896896（全体の 4949..88％％）となり、さらにその中で人口規模が１万人を下回る自治
体（＝“消滅消滅可能性が可能性が高い高い”自治体）は 523523（全体の 2929..11％％）となる。

● 社⼈研推計（平成24年３⽉推計）では、2005〜10年の純移動率は2015〜20年に１／２となることを
基本仮定としているが（⾃治体の類型化による差異あり）、これによると 2040年の"消滅可能性都市"は、
373（全体の20.７％）、"消滅可能性が⾼い"⾃治体は、243 (13.5％）である（図表）。（全体 ）、 消滅可能性が⾼ ⾃治体 、 ( ）である（図表）。
● しかし、社⼈研推計においても約10年の差で、創成会議推計とほぼ同様の状況が現出する（図表）。
● すなわち、創成会議推計は社⼈研推計と⽐較して、⼈⼝減少、年齢構造変化（⾼齢化）についての変
化ペースが速いだけで、⻑期的な帰結に違いはないと⾒ることができる。

創成会議推計と社人研推計の比較創成会議推計と社人研推計の比較

社⼈研の推計期間を延⻑社⼈研の推計期間を延⻑

※ 社⼈－2045,2050は、2035〜40年の移動率を含めた動態率仮定値を固定して延⻑推計試算したもの（公表値ではない）．



人口減少に対する人口モメンタムの効果
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年 次資料： 国立社会保障・人口問題研究所 「統計資料集 2014年版」
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人口減少の程度は、地域差が大きい

減少率

◆ 今後、東北、山陰、四国などでの
人口減少が著しい

都道府県別にみた 2010年 → 2040年の人口増減率
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国立社会保障・人口問題研究所
「日本の地域別将来推計人口

（平成25年3月推計）」



都道府県別にみた高齢化率の増加：2010, 25, 40年
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高齢化が進んでいる地域では、今後の人口の減少が著しい
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高齢化が進んでいる地域ほど、人口減少のペースが早い
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資料：総務省統計局「国勢調査」、国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の地域別将来推計⼈⼝（平成25年3⽉推計）」 19

１－２ 日本の将来人口動向 創
生

○ 人口減少は世代別の異なる動きの中で進む。

○ 日本の将来人口動向は、第１段階：高齢人口が増加する時期、第２段階：高齢人口が維持・微減
となる時期、第３段階：高齢人口さえも減少する時期、に大きく分けられる。

2010年 2040年 2060年 2090年 2110年

総人口 12 806万人 10 728万人 8 674万人 5 727万人 4 286万人

将来推計人口【中位推計-合計特殊出生率1.35】

総人口 12,806万人 10,728万人 8,674万人 5,727万人 4,286万人

老年人口（65歳以上）
高齢化率

2,948万人
23.0%

3,878万人
36.1%

3,464万人
39.9%

2,357万人
41.2%

1,770万人
41.3%

生産年齢人口（15～64歳） 8,174万人 5,787万人 4,418万人 2,854万人 2,126万人

年少人口（～14歳） 1,684万人 1,073万人 792万人 516万人 391万人

20

（備考）国立社会保障・人口問題研究所
「日本の将来推計人口

（平成24年1月推計）」より作成



都市圏と地方－人口の推移
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都市圏と地方－人口増減の推移（５年間隔）
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資料： 2010年以前：総務省統計局「国勢調査」、2015年以降：国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の地域別将来推計⼈⼝（平成25年3⽉推計）」



都道府県別,６５歳以上人口の変化 ：2010年、2040年比較
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資料：総務省統計局「国勢調査」、国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の地域別将来推計⼈⼝（平成25年3⽉推計）」 23

年齢階層による人口増減の違い：都道府県別

★ わが国の⼈⼝は、今後しばらく年齢階層（年少、⽣産年齢、⾼齢）ごとに⼤きく異なる推移をする。
→ 年齢が若いほど減少が著しく、⾼齢になるほど増加が著しい。

★ 相対的変化には、地域（都道府県）による違いが有るが、その違いは⾼齢ほど著しい。

都道府県別にみた都道府県別にみた 年齢階層別年齢階層別 人口推移人口推移
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資料：国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の地域別将来推計⼈⼝（平成25年3⽉推計）」． 24



首都圏の高齢化 ： 2010→2040年 75歳以上 人口増減率

資料：総務省統計局「国勢調査」、国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の地域別将来推計⼈⼝（平成25年3⽉推計）」 25
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「日本創成会議」（日本生産性本部）の提言（平成26年5月）

○ 日本の希望出生率（1.8）を2025年に達成することを基本目標。

創
生

基本基本目標目標＝＝国民国民の『希望出生率』のの『希望出生率』の実現実現 ＜出生率向上の要因＞

○ 20歳代の結婚割合増加が、目標達成のための鍵。

具体的施策具体的施策

◆現状（2013年）出生率＝１．４３ １．結婚割合の上昇

◎20歳代～30歳代前半に結

若年世代の経済基盤確保

○雇用・生活の安定化

◆基本目標（2025年）

『希望出生率』＝１．８

●国民の「希望出生率 として出生率 １ ８を想定 ○出生率１ ８

婚・出産・子育てしやすい環

境を作る 結婚・妊娠・出産の支援

○出会いと結婚の機会づくり

●国民の「希望出生率」として出生率＝１．８を想定。

・夫婦の意向や独身者の結婚希望等から算出。

・最も出生率が高い沖縄県は出生率＝1.8～1.9

・OECD諸国の半数が出生率＝1.8を超えている。

○出生率１．８

・20歳代後半の結婚割合

（現在40％）が60％にな

れば実現可能

○出生率２．１

子育て支援

○待機児童の解消

（参考）人口置換基準 出生率＝２．１

OECD諸国の半数が出生率 1.8を超えている。 ○出生率

・20歳代前半の結婚割合

（現在8％）が25％に、20

歳代後半が60％になれ

ば実現可能。

働き方改革

○育児休業の拡充

多子世帯への支援（参考） 置換基準 出 率

●将来人口が安定する「人口置換水準」は２．１
・日本の夫婦の理想平均子ども数は2.42人
・米、仏、英、スウェーデンの出生率は２前後

２．夫婦の出生数増加

◎第２子、第３子以上の出産・

子育てがしやすい環境を

多子世帯への支援

○税・社会保障制度見直し

政策総点検

29

子育てがしやすい環境を

作る

政策総点検

高齢者政策の見直し

国民の結婚や出産に対する希望

独身男女の約9割は結婚意思を持っており 希望子ども数も男女とも2人以上

創
生

男 性
いずれ結 一生結婚す

詳

○「生涯の結婚意思」について ○「いずれ結婚するつもり」の未婚男女
の希望子ども数

独身男女の約9割は結婚意思を持っており、希望子ども数も男女とも2人以上。
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資料：国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査」（調査対象は18～34歳の未婚者）



「地域人口ビジョン」の作成例（人口数値目標：北海道、札幌市）

○ 20－34歳女性の有配偶率が10%ポイント～20%ポイント改善することで 出生率は希

創
生

○ 20 34歳女性の有配偶率が10%ポイント 20%ポイント改善することで、出生率は希
望出生率（1.8）に到達する見込み。

○ さらに夫婦1組当たりの子ども数が上昇すれば、人口置換水準の出生率（2.1）まで出
生率が改善することも可能。

人口数値目標（例）
現状（２０１０年） ２０２５年 ２０３０年

生率が改善する とも可能。

２０－３４歳女性の有配偶率
北海道：３６．７％

２０－３４歳女性の有配偶率
北海道：４８．３％

２０－３４歳女性の有配偶率
北海道：５３．９％

向上
向上

< 北海道：３６．７％

札幌市：３１．４％

北海道：４８．３％
札幌市：４９．５％

北海道：５３．９％

札幌市：５４．２％

<

政
策
テ
ー
マ

夫婦1組当たりの子ども数
１．９６（全国値）

夫婦1組当たりの子ども数
１．９６

夫婦1組当たりの子ども数
２．０７

維持 向上

マ>

合計特殊出生率 合計特殊出生率 合計特殊出生率

<

評
価

北海道 １．３
札幌市 １．１

北海道
札幌市

北海道
札幌市

１．８ ２．１指
標>
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少子化への対処少子化への対処

政策的対応政策的対応政策的対応政策的対応

32



フランスの少子化対策

○ フランスでは 80年以上以前から少子化対策を実施しており 1980年代以降徐々に

創
生

○ フランスでは、80年以上以前から少子化対策を実施しており、1980年代以降徐々に
出生率が上昇。

33
（出所）明治大学・加藤久和教授資料

スウェーデンの少子化対策

○ スウェーデンは 直近50年で二度の出生率低下を経験するも 休業給付や児童手当

創
生

○ スウェ デンは、直近50年で二度の出生率低下を経験するも、休業給付や児童手当
をはじめとする政策対応により改善。

34



合計特殊出生率と年齢別出生率（出生スケジュール）

合計特殊出⽣率とは、合計特殊出⽣率とは、
・ ある年次に観察された⼥性の 年齢別出⽣率 を、全年齢にわたって合計した数値．
・ それは，⼥性がその年齢別出⽣率にしたがって⼦どもを⽣んだ場合の ⽣涯の出⽣⼦ども数 と解釈できる．
・ 年齢別出⽣率は、出⽣スケジュール とも呼ばれ、(⼥性の)ライフコースを反映する。

年次別 合計特殊出生率 と 年齢別 出生率

下図右： 1950年頃までの⽇本⼥性の50歳までの⼈⽣は、妊娠・出産・⼦育てに終始
→ 1970年頃までに30歳代、10代後半は妊娠・出産から解放 → その後、20歳代も妊娠・出産離れ ＝ 少⼦化
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２種類の出生スケジュールと合計特殊出生率

・ 出⽣スケジュールおよび合計特殊出⽣率の観察軸には２種類ある。→ vs年次(期間) コーホート

年次別の コーホート別の組み換え可組み換え可

出⽣スケジュ ルおよび合計特殊出⽣率の観察軸には２種類ある。 vs
合計特殊出⽣率 合計特殊出⽣率

年次別の
年齢別出生率

コ ホ ト別の

年齢別出生率
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年次(期間)出生率の成り立ち

・ 各年次の合計特殊出⽣率は、必ずしもライフコース的整合性のない多数のコーホートの出⽣率から構成されている。

4 5

5.0

コーホート別積上コーホート別積上TFRTFRグラフグラフ

年次 計特殊 率 性 多数 率 構成
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1910年生まれ

・ 各年次の合計特殊出⽣率 (TFR) は、多数のコーホートの
(部分的) 出⽣率から構成されている。

・ 各年次の合計特殊出⽣率 (期間出⽣率) は、出⽣タイミン
グの変化によ て コ ホ ト出⽣率とは関係なく変動す

3.0

3.5
グの変化によって、コーホート出⽣率とは関係なく変動す
ることがある (テンポ効果) 。

・ テンポ効果により下がった (または上がった) 期間出⽣率
は、やがて回復する。
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3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

“晩産化”の 年次(期間)出生率に対する効果

3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

28歳

②

① ピリオド2001年の出⽣数は ３⼈

② コーホート[2001年25歳]の⽣涯の出

③ “晩産化” の実験

年 次

28歳

27歳

26歳

② コ ホ ト[2001年25歳]の⽣涯の出
⽣数は ３

※この例ではすべてのコーホートの⽣涯出⽣数は ３⼈

③ コーホート[2005年25歳]が１年、晩

⼈

26歳

25歳

産化（しかし⽣涯の出⽣数は ３⼈）
④するとピリオド2005年の出⽣数は 2⼈

に減少！
年 次

2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

3 3 3 3 2 2 2 3 3 3 3 3
① ⑤④

⑤ コーホートの晩産化が⽌まるとピリオ
ドの出⽣数が ３⼈に回復。

3

ピリオド出⽣率の推移年 次 コーホート出⽣率コーホート出⽣率がが
安定安定していてもしていても、、

「「 晩産化晩産化 」が起こると」が起こると

1

2 年次年次の出⽣率はの出⽣率は
低下低下するする。。

「「 晩産化晩産化 」が起こると」が起こると

0
2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
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年次的に観察される出生率の注意点

フランスやスウェーデンは、施策の充実等によって少⼦化の状態（⼈⼝置換⽔準下の出⽣率）から脱し、フランスやスウェ デンは、施策の充実等によって少⼦化の状態（⼈⼝置換⽔準下の出⽣率）から脱し、
出⽣率を回復させた国の例として取り上げられることがある。しかし、これらの国でみられた年次的な出
⽣率（期間合計特殊出⽣率）の低下は、主に出⽣年齢の遅延にともなう効果（テンポ効果）によるもので、
その背景にある実質的な出⽣⼒（コーホート合計特殊出⽣率 ≅ ⽣涯の平均出⽣⼦ども数）はもともと⼈
⼝置換⽔準付近で推移していた。したがって、近年の出⽣率回復はこのテンポ効果が弱まったことが原因⼝置換⽔準付近で推移していた。したがって、近年の出⽣率回復はこのテンポ効果が弱まったことが原因
であり、⼈々の持つ実質的な⼦ども数が増加したわけではない。

フランス スウェーデン

2.5

3.0

2001年
1.97

2.5

3.0

2000年
コーホート

合計特殊出生率 2.1 ライン

1 5

2.0

1.97

2.1 ライン
（･ 人口置換水準）

期間 合計特殊出生率

コーホート合計特殊出生率

1 5

2.0

1.95
合計特殊出生率

（･ 人口置換水準）

1.0

1.5

1993年
1.66

期間 合計特殊出生率

1.0

1.5
1999年

1.51

期間 合計特殊出生率

0.0

0.5

40歳j時 合計出生率からの推計

0.0

0.5

40歳j時 合計出生率からの推計

資料：The Human Fertility Database (http://www.humanfertility.org), 取得年⽉⽇：2014/12/17 より作成．
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年次的に観察される出生率の注意点

これに対して、ドイツ や ⽇本の出⽣率低下（下図）は、かなりの部分が実質的な出⽣⼒（コーホート合これに対して、ドイツ や ⽇本の出⽣率低下（下図）は、かなりの部分が実質的な出⽣⼒（ ホ ト合
計特殊出⽣率）の低下に起因しており、今後、少⼦化が解消するためには（出⽣率が⼈⼝置換⽔準へ復帰
するためには）、フランスやスウェーデンとは異なる特段の努⼒が必要となる。
★ 少⼦化を正しく捉えるには、指標の背後にある ”実質” を読み取る必要がある。

ド イ ツ 日 本

→ 少⼦化に正しく対処するには、指標の⽰す出⽣の “量” ではなく、”質” に着⽬する必要がある。

2.5

3.0

コーホート
合計特殊出生率 2 1 ライン

2.5

3.0

コーホート 2 1 ライン

1 5

2.0

1999年
1 48

合計特殊出生率 2.1 ライン

（･ 人口置換水準）

1 5

2.0

2003年
1 41

2.1 ライン

（･ 人口置換水準）

1.0

1.5 1.48
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1.39期間 合計特殊出生率
2000年

1.39 1.0

1.5 1.41

2005年
1.26

期間 合計特殊出生率

0.0
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40歳j時 合計出生率からの推計値
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0.5

40歳j時 合計出生率からの推計値
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資料：The Human Fertility Database (http://www.humanfertility.org), 取得年⽉⽇：2014/12/17 より作成．
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地域少子化対策検証プロジェクト（第２回会合 2015 年 10 月 22 日(金)） 
提出資料５補足説明 

少子化指標としての出生率について 

金子隆一（国立社会保障・人口問題研究所） 
 
少子化対策を考える際には、統計指標によって少子化の現状を正しく把握すること

が必要となるが、その際に指標の性質に関する十分な理解を欠くと、誤った現状認識に

陥ることがある。出生率（合計特殊出生率）は、少子化を論ずる上で最も基本的な指標

と考えられるが、実はその見方についてはいくつか注意すべき点が存在する。すでに広

く使われている指標ではあるが、ここでは一旦基礎に立ち戻って、この出生率の成り立

ちや性質について解説し、その正しい見方や少子化対策における使い方について考えて

見たい 1。 

１. 出生率と出生スケジュール 

図１の左には、一般によく見られる合計特殊出生率の年次推移を示した。この年々の

出生率の元となるのは、年齢別出生率であり、これをグラフとして描いたものを同図右

に示した。横軸は女性の年齢、縦軸は各年齢における出生の頻度（すなわち年齢別出生

率）であり、女性の再生産年齢とされる 15 歳から 50 歳までの変化を描いている。こ

れは「出生スケジュール」とも呼ばれる。この出生スケジュールを観察することで、女

性が人生の中でどのように出産しているかがある程度見えてくる。 

図１ 合計特殊出生率と年齢別出生率（出生スケジュール） 

2000年
1.36

1970年
2.13

1950年
3.65

1.36
2000年

1970年

1950年

2.13

3.65

年次別 合計特殊出生率 と 年齢別 出生率

年次別 出生率 年齢別 出生率
（出生スケジュール）

 
資料：厚生労働省「人口動態統計」による． 

                                                   
1 本稿は、人口統計の専門家でない一般の読者を想定したものであり、一部の説明において専門的厳密性

よりも、わかりやすさを優先した表現を用いている。 
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同図には、３つの時期のスケジュールを示しているが、一番後ろに見える黄色のグ

ラフは 1950 年の女性の出生スケジュールである。それは 10 代の終わりに急速に立ち

上がり、40 歳代前半に至るまで高い水準を示しており、当時広い年齢範囲で出生が有

ったことを示している。全体のレベルを表す合計特殊出生率は 3.65 と、戦前の水準（4
～5）よりは低いものの、この頃までの日本女性では、成長直後の 10 代終わりから 50
歳頃までの人生はほとんど妊娠・出産・子育てと共にあったことが読み取れる。 

これに対して、1970 年のグラフ（紫色）では、10 代ならびに 30 代以降の出生がす

っかり消失しており、女性がこれらの年代において、妊娠・出産から解放されたことが

わかる。これは当時、女性に高学歴化と社会進出が始まったことを反映しており、また

その後の進展の前提ともなっている。なお、出生スケジュールの曲線が囲む面積は、合

計特殊出生率に相当するため、このような年齢別出生率のグラフによって、各時期の出

生水準を視覚的に比較することができる。左図に見た出生率の年次推移は、この面積の

時系列変化を示したものに他ならない。 
続けて 2000 年の出生スケジュールのグラフを見ると、20 代で劇的に「出産離れ」

が起きており、これによって全体の面積が大幅に削り取られ、少子化が進んだ姿を顕し

ている。このように、出生スケジュールを見ることで、単一の数値である合計特殊出生

率の背後にある女性のライフコースの姿を垣間見ることができる。 

２. ２つの合計特殊出生率：年次観察とコーホート観察 

人口学では、官庁統計として年次ごとに把握されるマクロの人口統計（国勢調査結

果や人口動態統計報告など）から、人々のライフコースを再構築して分析することが行

われるが、その際に用いられるツールの一つとして「レキシス図」と呼ばれるものがあ

る。それは図２に示したように、横軸に年次、縦軸に年齢を配置し、格子を描いた座標

平面である。 
この平面上で、たとえば 1960 年に生まれて 75 年に 15 歳を迎えた世代のライフコ

ースは、ブルーで示した斜めの帯として描かれる。右方向に１年進めば、個人の年齢は

上方に 1 年上がることになるので、彼らの人生は右斜め 45 度上方に向けて進む。 
図では、その途中に年齢別出生率を数値として示してあるが、これを斜めに足し合

わせた値 1.83 がこのコーホートの合計特殊出生率である 2。これはこのコーホートの生

涯の平均出生子ども数に相当し、かれらの出生の量的水準を表す指標となる 3。したが

って、世代ごとに少子化がどのように進んでいるかなどを測るには適した指標となる。 
しかしながら、この指標は生涯の出生を終える年齢（便宜的に 50 歳と定義）に達し

た世代についてしか計算できないため、現在の状況を知るためには少なくとも出生の主

力となっている 25～35 歳世代が 50 歳に達する 25 年後まで待たなければならない。 

                                                   
2 コーホートとは、ここでは同じ年に生まれた人々の集合を指す。「世代」とほぼ同義。 
3 厳密には、合計特殊出生率は、「再生産期間を通して女性集団に死亡が発生せず、所与の年齢別出生率に

従って子どもを生んだ場合の生涯の平均出生子ども数」を与える。 
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これに対して、たとえば去年とか今年などのように、ある１年次の出生率を知るた

めには、図２においてピンクの帯で示されるような横断的観察を行うことが考えられる。

15 歳から縦上方向に年齢別出生率を足して行けば、この年次の出生スケジュールにし

たがって子どもを生んだ場合に期待される生涯の平均子ども数の値が算出できる。実は、

これが毎年報道され、一般に用いられている「合計特殊出生率」であり、図の例では、

「1975 年の合計特殊出生率は、1.91 である」と表現されることとなる。 

図２ ２種類の出生スケジュールと合計特殊出生率 
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資料：数値（出生率）は厚生労働省「人口動態統計」による． 

このように合計特殊出生率には、世代（コーホート）のライフコースに沿って算出

される「コーホート合計特殊出生率」と、対象年次の年齢別出生率を足し上げた「年次

の合計特殊出生率」の２種類が存在する 4。前者は実在する世代の生涯（ブルーの帯）

について算出した平均出生子ども数であるのに対して、後者は多数の世代の部分的出生

率を合成して算出した、いわば「仮想的なライフコース」（ピンクの帯）の平均出生子

ども数となる。 

３. 合計特殊出生率の成り立ちと性質 

図３には、我々がよく目にする「年次の合計特殊出生率」の推移を、その内訳となる

コーホートの年齢別出生率（出生スケジュール）で色分けして描いた。ある一年次を抜

                                                   
4 ここで年次の合計特殊出生率と呼んでいる指標は、専門的には「期間合計特殊出生率」あるいは「ピリ

オド合計特殊出生率」と呼ばれている。 
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き出すと、それは多数のコーホートの部分的出生率によって構成されていることがわか

る。 

図３ ２種類の出生スケジュールと合計特殊出生率 

 
資料：厚生労働省「人口動態統計」による． 

ここで問題となるのは、この抜き出した年次の年齢別出生率のセットは、一応すべ

ての年齢の出生情報を含んでいるが、各年齢での出生行動は、実際のライフコースのよ

うに整合的であるとは限らないということである。たとえば、「晩産化」（本稿では、生

涯に生む子ども数を変えずに出産年齢が遅くれることを意味するものとする。以下同

じ。）が生じたとき、実際のライフコースでは 20 代など若年での出生率は低下し、その

分を 30 代以降の高年齢で出生率が上昇することで取り戻すので、コーホート合計特殊

出生率は変わらない 5。ところが、年次の合計特殊出生率では、各年齢の出生率の間に

そのように協調して動くしくみはないため、その時々の情勢に反応して、全年齢で一斉

に上昇したり、低下したりすることの方が多くなる。 
「ひのえうま」（1966 年）を例にすると分かり易い。この年に生まれた女児は不幸

になるとの迷信から、人々がこの年の出生を翌年以降に先延ばしした結果、年間の合計

特殊出生率は 1.58 と例年の３／４程度にまで低下した。しかし、この現象によって日

本人女性が生涯にもつ平均の子ども数が３／４に縮小したわけではない。実際は、「ひ

のえうま」の年に子どもを生んでいたすべての世代のコーホート合計特殊出生率（平均

                                                   
5 現実には出産年齢が高まると妊孕力（にんようりょく）が低下するため、高年齢での出生の取り戻しは

完全ではなく、コーホート合計特殊出生率は幾分減ることが一般的であるが、ここでは簡単のため出産年

齢の遅れだけのケースで説明する。 
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出生子ども数） は、前後の世代同様にほぼ２人となっていた。 
この例は、人々が実際に持つ子ども数は変わらないのに、年次の合計特殊出生率は、

見かけ上低下し得ることを示しており、この場合には「一人の女性が生涯に生む平均の

子ども数」という合計特殊出生率の解釈が成り立たないことを意味する。「ひのえうま」

の例では、このことはむしろ明白であろうが、日本の少子化過程で見られるような長期

にわたる晩産化においても、程度の差こそ違え、同様のメカニズムが働いていたことは

あまり知られていない。分かり易く表現するならば、日本の少子化過程（合計特殊出生

率低下過程）においては「ミニひのえうま」が毎年生じており、人々が実際に生涯に生

む子ども数と年次合計特殊出生率の値との間には齟齬が生じていたのである 6。 

図４ “晩産化”による年次の合計特殊出生率低下の実験 

 

 
このことを簡単な実験により説明しよう。図４には、女性が 25 歳から 27 歳まで毎

年一人ずつ出生するような仮想の集団を考え、ある世代以降、出生スケジュールが 1 年

「晩産化」する例を示した。この例ではスケジュールが遅れるだけなので、すべての世

代の最終的な子ども数は３人である（図上部の数値）。しかし、晩産化が右斜め上方へ

の移動であることから、縦方向の合計値には一時的に「ずれ」が生ずる。この結果、晩

産化過程の３年間については、合計特殊出生率が２人に低下することが示されている

（図下部の数値とグラフ）。そして、この過渡期の直後、世代の出生スケジュールには

                                                   
6 後述するように、日本の少子化においては「ミニひのえうま」効果とともに、実際の出生子ども数の低

下が同時に進行しており、年次の合計特殊出生率の低下はこれらが複合したものであった。 
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もはや変化がないにも関わらず、年次合計特殊出生率は自動的に３人に回復している 7。 
さて、以上の説明で「コーホート出生率が安定していても、晩産化が起こると、年

次の出生率は低下する」という性質が確認できた。とすると、年次の合計特殊出生率は、

その額面通りの数値を、少子化の動きとして理解することが適当でない場合が有ること

になる。以下にその様な実例を取り上げて、問題点を検討してみよう。 

４. 少子化指標としての合計特殊出生率の問題点 

図５には、フランスとスウェーデンについて、それぞれ２種の合計特殊出生率の推移

を描いた。年次の合計特殊出生率の変化は黒の曲線で描かれている。これらを見ると、

いずれの国でも 1970 年代後半以降において年次出生率が大きく低下し、人口置換水準

（赤の線）から離れた時期が有ることがわかる。スウェーデンにおいては、90 年前後

の回復を挟んで、２回の大きな低下を経験した（この著しい変動は「ジェットコースタ

ー出生率」と呼ばれたことがある）。 

図５ フランス、スウェーデンの年次出生率とコーホート出生率 
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注：コーホート合計特殊出生率（青の曲線）は、各コーホートが 29 歳であった年次にプロットしている。 
資料：The Human Fertility Database (http://www.humanfertility.org), 2014/12/17 データ取得. 

ただ、どちらの国においても 90 年代後半（あるいは末）以降は、年次出生率が回復

基調にあり、人口置換水準付近にまで上昇していることが見られる。これらの出生率の

回復は、低出生に喘ぐ他の国々からみると目覚ましいものであり、また、両国とも手厚

い家族政策が実施されていることで知られているため、しばしば政策効果によって「少

子化を克服」した例として紹介をされている。 
しかしながら、同図に青色で示したコーホート出生率の推移を見ると、実はこの 2

ヶ国とも、ずっと人口置換水準付近で推移しており、これは年次出生率に大きな低下が

                                                   
7 ちなみに年次出生率が低下した期間に失われた出生は、晩産化が終了して出生率が回復しても、もはや

戻っては来ない。不思議に思うかもしれないが、それは晩産化による世代間隔の延長の代償として消費さ

れた形となる。 
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見られた時期においても、実質的な出生力は低下していなかったことを示している。す

なわち、年次出生率の一時期の低下は、先に紹介した晩産化による見かけ上の現象（ミ

ニひのえうま効果）であったことになる 8。つまり現時点で振り返ってみると、当該時

期の出生率の回復は、この晩産化が緩んだことによるミニひのえうま効果の解消が主な

理由であって、必ずしも人々の持つ子ども数が増えたことを示すものではない。要する

に、両国のこの時期の年次出生率の回復は、私たちが単純に考える「少子化を克服」し

たという図式、すなわち一時期人々が生涯に持つ子どもの数を減らしたが、これに即応

した施策等によってその後の世代では子ども数が復活してきたという物語とは、どうも

違うようなのである 9。だから、他の少子化国でこの両国の経験から学ぼうとするなら、

最近の年次出生率を回復させたという事例ばかりに注目するのではなく、コーホート出

生率を長期に人口置換水準に安定させている理由にこそ注目しなくてはならない 10。 

図６ ドイツ、日本の年次出生率とコーホート出生率 
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注：コーホート合計特殊出生率（青の曲線）は、各コーホートが 29 歳であった年次にプロットしている。 
資料：The Human Fertility Database (http://www.humanfertility.org), 2014/12/17 データ取得. 

                                                   
8 いわゆる「ミニひのえうま」効果は、専門的にはテンポ効果と呼ばれるものであり、厳密には晩産化な

どの平均出生年齢の上昇・下降だけでなく、分散変化などを含む出生年齢分布の種々の変化によって生ず

るものであるが、ここでは簡単のため、両国の出生年齢分布に生じたこれらの変化をまとめて晩産化と呼

んでいる。 
9 これらの例でも、出生率回復期において晩産化が緩んだ原因として政策効果を挙げることは可能である。

政策の変更等はしばしば人々の出生年齢に大きな影響を与えることがあり、スウェーデンの「ジェットコ

ースター出生率」は実はその典型的な例にあたる。ただし、それらが実質的出生力（コーホート合計特殊

出生率）の変化をともなわないならば、単に出生の起こる年次が変わるだけであって、「少子化の克服」に

はあたらない。それどころか、年々の出生数に上下動をもたらし、その後の人口の年齢構造に長期の不均

衡をもたらすという点で、負の影響を残すことにすらなる。 
10 フランス、スウェーデンの出生率低下期について、後の晩産化の緩みがなければ、先送りされた出生が

そのまま遺失されてしまった可能性があり、少子化国に転ずる危機にあったと考えれば、出生率回復期の

政策的対応が少子化阻止に有意義であったとの見方ができるだろう。しかし、その場合であっても両国の

長期にわたる手厚い家族政策の下支えが前提条件になっていたはずであり、短期的な政策のみに注目する

ことでは、他の少子化国に応用可能な知見は得られないと考えられる。そのことは同時期の他の欧州諸国

との比較などから導かれる。 
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これに対して、図６にドイツと日本に関する同様のグラフを描いた。この２国におい

ても年次の合計特殊出生率（黒線）が 70 年代半ば頃から人口置換水準を離れ、大きく

低下を示しているが、フランス、スウェーデンとの違いは、最近において低下こそ止ま

ったものの、1.5 を下回る低水準に留まっており、置換水準に向けての回復の兆しが見

られないことである。そして、より大きな違いは何といってもコーホート合計特殊出生

率（青線）が、人口置換水準を大きく割り込んで低迷している点である。すなわち、こ

の２ヶ国の年次出生率の動向は一時期のフランス、スウェーデンにおける年次出生率の

低下とは実質的に異なるものであり、晩産化の緩みのみでは置換水準付近にまで回復す

ることはできない。実際、日本においても 2006 年以降、女性 30 代後半以降の「駆け

込み出産」という形の晩産化の緩みによって年次出生率の向上が見られているが、その

水準は未だ置換水準には遠く及ばない 11。 

考察 

さて、本資料では、合計特殊出生率の成り立ちについて解説するとともに、少子化

の動向把握において年次別合計特殊出生率だけを見ていると、人々が生涯にもつ子ども

数の動向に目が向かず、少子化の動向を正確に把握できない危険があることを紹介した。

それでは、年次別の合計特殊出生率は、少子化を把握する指標として放棄すべきかとい

えば、決してそうではない。それは国や地域における特定の期間（年次）における人々

の出生行動の強度について的確な数値を与えるものである。問題はそれが少子化の議論

に必須な視点であるライフコースに沿った出生行動についての情報をもたらさないと

いうことと、もたらさないにも関わらず、「１人の女性が生涯に生む平均子ども数」と

いう単純化したライフコース的解釈によって理解されている場合がある点にある。 
つまり、年次別合計特殊出生率は、単年に起きた年齢別の出生行動を、理解しやす

いように「生涯の平均出生子ども数」に相当する数値として提示してくれる親切な指標

なのだが、晩産化など出生スケジュールに変化が起きていると、「ひのえうま」年の 1.58
のようにライフコース視点から見ると意味のない数値になってしまい、親切が仇となっ

てしまうということである。しかも、現実の少子化は、晩婚化・晩産化などのタイミン

グ変化と切っても切れないので、この指標による観察は常に誤解と背中合わせになる憾

みがある。 
残念ながらこうした問題点をすべてクリアする単一の指標はない 12。そもそも「指

標」というものは、本来複雑な現実の複雑性を捨象し、特定の部分だけを強調して表現

するためのものであるから、その特性や限界をよく知り、目的に合わせて使い分ける必

要がある。欠けている部分は、他の指標や情報を駆使することになる 13。 

                                                   
11 筆者の考えでは仏、典の長期にわたる手厚い家族政策の継続的、安定的、発展的持続こそが、他の少子

化諸国との違いを生んでいるものである。この点には、次節「考察」においても再び言及する。 
12 年次の合計特殊出生率の晩産化にともなう変化をテンポ効果として分離し、これを差し引いた指標

（Bongaarts-Feeney の調整合計特殊出生率など）も提案されているが、数値の解釈などに対して批判がある。 
13 地方における少子化対策のために、まち・ひと・しごと創生本部から提供されている未婚率や出生順位
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さて、以上では、少子化という現象を扱う上での出生率という指標の見方、使い方

について人口統計学分野から解説と注意喚起を行った。以下では、そのような知見が、

少子化対策に対して示唆することを、私見も交えつつ、もう一歩踏み込んで考えてみた

い。すなわち、「出生率」という指標は、何を捨象し、何を強調しているのかというこ

とである。この指標が純化して提示しようとしているものは、ある時期の国や地域にお

ける出生の「量」である。平たくいえば、それはある年の出生の「頭数」の多寡を、「１

人あたり」や「ライフコースあたり」の数値に換算して示しているものである。一方で、

少子化対策が国民、とりわけ当事者となる「生まれてくる子ども達」と「その親世代」

の福祉（well‐being）のために行われるものであるなら、まず注視すべきものとして

は、出生の「質」が中心となるべきである。それは倫理的にそうあるべきというだけで

なく、少子化対策における個々の施策の実効性に対しても重要な意味を持つと考えられ

る。なぜならば、少子化対策を受ける側にとっては、それが「頭数合わせ」などではな

く、その人々のライフコースの質を高めようとするものなのだという「メッセージ」が

受信され、受容されたときにはじめて、個々の施策に反応する余地が生ずると考えられ

るからである。たとえば、フランス、スウェーデンの場合、長期に及ぶ家族政策の歴史

の中で、人々は自らが受益者であることを経験を通して確信しているように見える。 
ここで出生の質とは、たとえば全ての出生が親や社会から望まれたものであり、そ

れゆえに出生後の心身の健全や良質な教育が保証された状態のことなどを指す。そのた

めには、妊娠・出産・子育てだけでなく、たとえば家庭や地域が安心、安全で親世代が

将来に希望を持てるようなものでなくてはならないだろう。もちろん現在の「少子化対

策」もこれらに貢献するものであるが、それらが誰のためになされているのかが不明瞭

なときがあるように思う。たとえば、経済成長、社会保障制度維持や地域存続のための

少子化対策（次世代の確保・健全育成）なのではなく、人々、とりわけ若年層や次世代

の well‐being 確保のための少子化対策であり、経済、社会保障、地域の維持発展であ

るということがもっと明瞭であってよい。 
少子化対策を行う側は、用いる指標の特性や見方について正しく理解していること

はもとより、出生を質として捉え、当事者達との継続的な対話などを通して、かれらの

ライフコースに寄り添って行く姿勢が求められるように思う。蛇足をいえば、フランス

やスウェーデンの家族政策が実効性を有し、実質的出生率が人口置換水準付近で推移し

ていることの背景には、両国の施策が第二次大戦直後以来のきわめて長期にわたる継続

的で発展的な経過の中で、人々のライフコースに自然に寄り添うものになっているとい

うことがあるように思われる。 
 

 

                                                                                                                                                     
別出生の指標、働き方に関する指標などの分析は、こうした努力の例である。 
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問題意識 

政府統計やオープンデータの利活用の重要性 

⇒特に基幹調査は報告義務を有することから代表性が担保されて
いるものと考えることができる 

＊調査の誤記入や学習効果などは別途考慮すべき 

 

可能であれば個票データ（家計・個人・企業単位）を公開し利用 

一方匿名性の担保は取得情報が豊富になるほど困難 

⇒一般には集計情報として公開 

 

民間としてはマーケティングや経営意思決定のために 

代表性のある集計情報をいかに活用するかは重要な課題 

⇒“ミクロデータとマクロ情報の統計的融合”へのニーズ 
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内容 

統計的データ融合のレビュー 

 

特にミクロデータとマクロデータの統計的データ融合 

 

時系列データに対する統計的データ融合と選択バイアスの除去 

 

準ベイズ推定によるミクロデータとマクロデータの融合解析 

 

適用例 
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統計的データ融合とは？ 

複数の異なる情報源から得られたデータを統合し統計的推測を行う
方法論 

統計学／マーケティング分野では 

 Data fusion(Kamakura and Wagner,1997;Gillula and McCulloch,2013) 

 

計量経済学では 

 Data Combination(Imbens and Lancaster,1994;Ridder and 
Moffitt,2008; Fan et.al,2014) 

 

特に観測単位（以降ユニット：消費者／企業／地域など）が異なる複
数のデータを活用して推論を行う方法 

(c.f.)擬似パネル pseudo panel 

 



シングルソースデータとマルチソースデータ 

シングルソースデータ 

  自分の関心のある変数 

  すべてが、同じ対象者から 

  得られているデータ 

  ⇒関連(例：広告効果)が分かる 

 

マルチソースデータ 

  自分の関心のある変数が 

  別々の対象者から分割して 

  得られているデータ 

  ⇒普通はこれらからは関連は分からない 

購買履歴 

広告接触 

購買履歴 広告接触 

変数・項目 

人 



データ融合 

データAでの結果 データが欠測 
変数群A 

（購買履歴） 

対象者すべてに得られている変数 共変量 

購買データA 調査データB 

データBでの結果 
得られていない 
＝データが欠測 

変数群B 

（調査デー
タ） 

ユニットが共通しない２つのデータから 

・「変数Aと変数Bの関係（相関や回帰）」の推定 

・欠測値の補完によるシングルソースデータ化  

を行うことが目的とされる         



7 共変量情報を用いて 
データ融合が可能となる条件 

     の条件付き分布は？（データBでの） 

 

 

   

データAでの結果 欠測 変数群A 

調査対象者すべてに得られている変数 共変量 

データA データB 

データBでの結果 欠測 変数群B 
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8 共変量情報を用いて 
データ融合が可能となる条件 

そこで 

＝「ランダムな欠測」ならば 

 

さらに「条件付き独立」 

 

ならば 

 

従って条件は 

【１】 「ランダムな欠測」である 

【２】    と   が条件付き独立である 
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２つの条件さえ成立すれば 

欠測データがある場合の完全尤度 

 

 

 

 

成立なら 

 

 

 

観測値だけから推定が可能 
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擬似パネル 

経済学でよく利用される方法論(Hsiao,2003) 

クロスセクションデータから「本来パネルデータでしかわか
らない結果を得る」 

 

例）定年後の就業行動（岩本,2000） 

  定年後まで働きたいかどうか？には大きな個人差 

    説明変数：生年、学歴など 

⇒説明変数以外の個人差は無視して解析 

＊性年齢居住地域等で集計したデータを用いる場合もあ
る 
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疑似パネル(Pseudo Panel) 

2000年の調査結果 欠測 
2000年での
収入 

調査対象者すべてに得られている変数 共通項目 

2000年の調査 2005年の調査 

2005年の調査結果 欠測 
2005年での
収入 

2つの方法 

【統計的マッチング】他のデータ融合手法に同じ 

【モデル仮定】例「性学歴生年コーホート内で個人差なし」として推定 

     Browning,Deaton and Irish,1985; Moffitt,1993；Hsiao,2003 
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マクロデータとの融合について 

ミクロデータに加えてマクロデータがある場合は？ 

 

 

 

ケース１ 

 

ケース２ 

 

＊上記標本全体（データAとB）で無作為抽出と仮定 

ケース１）データAが無作為抽出である 

ケース２）データAは無作為抽出ではない 

＊通常はケース２（モーメントだけ代表性ある調査から） 

データAでの結果 欠測 

データA データB 1z = 0z =
y

データBでのy 
の平均等 ＋ 

または 

全体でのyの平均等モーメント ＋ 
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Imbensらの一連の方法 

【先ほどのケース１を仮定する場合】 

（ミクロデータからのモーメント条件） 

  通常の不偏推定方程式から誘導されるモーメント 

（マクロデータからのモーメント条件） 

  マクロデータにより得られる周辺分布のモーメント条件 

例）プロビットモデル サンプルサイズN  

失業率を属性ベクトルxで説明 

ミクロ：xの次元+1次元 

 

マクロ：離散化した年代(j=1～J)ごとの失業率pjの制約 

 

 

＊マクロデータにおける周辺分布推定時の推定誤差も考慮可能 
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Imbensらの一連の方法 

一般化モーメント法(GMM)による推定  具体的には 

 

 

 

として                     

 

・一般化線形モデルでの経験尤度法を用いた推定(Chaudhuriら
2008;JRSS,ser.B) 

【先ほどのケース２を仮定する場合】 

・同時分布のモーメント制約をもつ重み付き最小二乗法(Hellerstein 
and Imbens,1999)        ・経験尤度法(Qin and Zhang,2007) 

・Calibration estimator     ・傾向スコア重み付け推定方程式  など 

⇒方法論の仮定としてselection on observables(またはIgnorability) 

  ミクロデータに所属するかどうかが観測変数に依存 
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Calibration estimator 

ケース２を仮定する方法のうち最もよく利用されている枠組み 

 事後層化(post-stratification)・Raking・(一般化)回帰推定を含む 

１：すべての補助変数の重み付き集計値が（周辺）母集団集計値に
一致するように「重み」を決める 

２：それだけでは重み決定の自由度があるので、「抽出ウェイト」に 
”近く”なるように重みを決める 

３：「近さ」を測る距離関数によって推定量が異なる 

距離関数が線形関数(の2乗)の場合＝回帰推定量 

  ロジット関数の場合の特殊な例 

    ＝傾向スコアによる重み付けと形式的に一致 

   ＊但しその係数は補助変数の周辺情報によって決定される 

問題点：ケース１の場合に利用できない／推定量の性質が不明確 

     周辺分布推定時の誤差を考慮できない 
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先行研究の問題点 

通常マクロ情報とミクロデータを融合させるニーズはケース２ 

例）マクロ統計情報は全数調査ないしは偏りのないサンプリングによ
る調査（政府調査）  

  ミクロデータは偏りあるサンプリングでユニット抽出（企業データ） 

 

利用するデータセット間でのユニットの抽出方法の差異（ケース２）を
考慮した手法はいくつかの点で問題 

具体的には 

1)selection on unobservablesまたはmissing not at randomの状況で
は推定にバイアス 

2)回帰モデルで説明変数にのみ抽出が依存するという仮定(MAR)な
らばそもそもweightによる調整は不要 

 



17 

抽出の偏りについて 

無作為抽出標本からのミクロデータの偏りを考えるために以下の 

欠測データの枠組みを 

考える 

Selection on observable 

/Ignorability/MARの仮定は 

 

ここで回帰モデル            の母数βの推定に際して 

不偏推定方程式 

はデータAだけでも不偏 

 

 

⇒抽出がアウトカムには依存しない場合にはマクロ情報を利用した
重み付けはあまり意味がない 

 

ミクロデータ 欠測 
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古典的な方法としてのHeckman選択モデル 

アウトカムyが観測されるメカニズムを考慮 
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同時分布を仮定 

このときyが観測される確率は 

 

 

⇒MARではない(ys<0でunobservableであるyに依存) 

推定の識別性問題(特にρ)／分布仮定からの逸脱に敏感 

Little(1983), Copas and Li(1997) 

⇒実際の解析ではあまり利用されない 
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新しい解析手法 
GMMの準ベイズ推定 
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新手法の目的 

「ミクロデータ」と「マクロ情報」の融合において 

先行研究で考慮されなかった以下の点を解決 

・ミクロデータがMNARであることを考慮することができる 

・マクロ情報があることで識別性が担保される 

・マクロ情報を推定する際の推定誤差も考慮する 

 

具体的な適用の想定例としては 

（ミクロデータ）企業の保有する購買履歴データ 

（マクロデータ）家計調査の集計データ 

⇒ミクロデータは特定の小売りチェーンで購入しているので“偏りを
有する”データ 

例えば 

自社以外での購買と自社で得られる情報の関係の理解 
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MNARのモデルについて 

モデルの尤度は以下のように表現される。 

 

 

上記尤度から構成される不偏推定方程式は下記 

 

 

または 

但し一般的には上記のモデルの識別性のために 

補助情報としてマクロ情報が与えられるとする。 

  

＊具体的形式はモデルと情報に依存：ｙの平均や分散など 

合わせるとモーメント制約は 
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準ベイズ推定 

スコア関数の部分で欠測値についての積分が必要 

本研究では擬ベイズ推定法に基づくマルコフ連鎖モンテカルロ法を
用いた推定を利用する。 

【準ベイズ推定】quasi-Bayesian estimation using MCMC 

Chernozhukov and Hong (2003) 

通常の事後分布 

 

                但し      は対数尤度 

ではなく擬似事後分布 

 

 

                但し         はGMMの基準関数 

とすると擬似事後平均は一致性があり漸近正規性を有する 
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準ベイズ推定によるミクロマクロ融合 

【準ベイズ推定の利点】 

擬似事後分布            からの乱数列を利用して 

マルコフ連鎖モンテカルロ法(MCMC)により統計的な推測が可能 

⇒欠測値もMCMCの途中で擬似予測事後分布から発生すればよい 

 

【基準関数】(Igari and Hoshino,2015;Hoshino,2016) 

今回の状況ではミクロとマクロで独立な情報のため 

 

 

 

 

＊注意：ベイズでは事前知識を事前分布で表現できるとされるが、
一般に母数の関数についての情報は明示的に表現できない 
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具体的なモデルの例 

（１）標本調査における未回収バイアスの補正 

回収有無がモデリングの対象となる変数yやxに依存 

【マクロ情報】YやXの周辺分布、一部変数での同時分布 

 

（２）競合他社での購買金額の推定 

             ：yIは自社での購入額 yCは他社での購入額 

自社が持っている情報はYIと個人属性・来店履歴等説明変数X 

                 または   

の母数推定／予測分布の推定に関心がある 

【マクロ情報】Yの周辺分布、あるいはXの一部とYの集計表 

⇒観測されない潜在変数           についてyの周辺分布の
モーメント情報とyI, Xのモーメント情報から推論可能 

 

 

CI yyy +=

),|( θxyp ),|( θxyp C
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具体的なモデルの例 

（３）真の購入頻度の推定(Igari and Hoshino,2015) 

他社でも当該商品 

購入 

⇒自社の情報だけ 

では真の間隔は 

不明 

繰り返しのある 

Duration analysis 

属性や価格、企業のプロモーション変数で説明したい 

【マクロ情報】 

家計調査での当該商品の属性別年間購入数量のクロス集計表 

（４） 集計レベルの時系列データと個人・家計レベルの個票データ
の融合：状態空間モデルでの時変係数を仮定を置かず推定 
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まとめと議論 

シミュレーションの結果と具体的な解析例については当日報告 

今回は公的統計を民間がいかに利活用するかという観点から 

“ミクロデータとマクロ情報の統計的融合”の方法論の紹介と    
新しい解析手法の枠組みについて紹介 

但し誤記入や学習効果の可能性がある公的調査の“バイアス補
正”にも活用可能と考えられる 

例）家計レベルのミクロデータ「家計調査」と売上ベース・小売業によ
る集計された地域別品目別の「商業動態統計調査」の融合 

⇒周辺分布は「商業動態統計調査」に従う「家計調査」個票データ 

 

公的調査の匿名データが利用可能になった場合には 

“マルチソースのミクロデータの統計的データ融合”の方法論のさら
なる発展と利用が望まれる 

 


